






























































































































































































































































































































































































































石油製品への税 89．0 4．5 2，910．0
その他 4．6 3．5 7，812．5
（小　計） （144，6） （1，375．9）（5，529．0）（257，008．5）（85，910．0）










関税 25．0 146．4 292．0 2，037．4 7，000．0
諸手繍 12．42 99．3 197．5 1，283．5 6，605．0



































































































































































































1947／8年 315万 1974／5年 1600万 1981／2年2億
ユ960／1年 380万 ユ975／6年 2750万1982／3年2億7800万
1976／7年 3450万 1983／4年嘆億
ユ970／ユ年 650万 1977／8年 9750万 1984／5年7億
1971／2年 800万 1978／9年1億2000万1985／6年13億
ユ972／3年 ユユ00万 1979／80年1億7500万
1973／4年 1280万 1980／1年1億1500万1990年 10億
出典：Ministry　of　Finance　and　National　Economy，諏雌ん観α，
　　8如四海σα」｝セαγβooん　より筆者作成。
＊1985／6年を境として予算年が変更された。
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　　この記事にも示されているように瀦揃尋を得てその結果鮪する恥や金
融簸などが職鳩それはザカートの対象となる力備与鵬そのものに対
してザかトが誕られることはない論日，・本で行われているように，給与
鵬や騰料に対し課税が行われ・その縫（みなし課税）は給与や原梱から
天引きさ泌というような・とは・サウ・アラ・アではありえないのである．本
人が住んでいる腕やその他の生活に必要なものは勤一トの橡とはならず，、
このため平均的働労騰では渓際には，賦課の対象は現金や鋤館が軋、
となろう・しかし・わが国の例を見るまでもなく，現実には調人の保有する現
金や目口の繍を薦当局が罰することは不可能であり，そのため，たと
え政府当局が個人に対しザカートを賦課しようとしても，それは不可能に近いこ
とである・したがって・個人に課せられる勤一トは洛人の意志によ。て支払
われるということになろうが，実際，どれくらいの割合の個人が，どれくらいの
額のザかトを支払・ているのかにつ・・ては不明である。いずれにせよ，囎当
局が受け取っているその総額はあまり多くないであろう。今日のサウジアラビア
では，給与所得者の数はかなりの数に上っている帆制度上曇らの給与所得に
賦課することが出来ないとすれば，税制としては問題であろう。
　また，ザカートは財産税の一種であり，サウジ国内に投資される資本そのもの
に対しても囎される・現在海外に投資されているサウジアラビアの賄資本
は約2000億ドルと・・われているカ㍉ザカートの徴収は，この民間資金の国内への
還流を妨げる要因ともなっている。
7．　終わりに
ザかトの徴収は・イスラ払法に基づくものであり，イスラー姻家として
のサウジアラビアを象徴するものでもある．また浸の賦課率も｛騨なため，ザ
カートを公租として位置づけているサウジ政府の政策は，国内では多くの支持を
得ている・しかし覗在泄界・べ・レで進行している繍のグ・一バ眺の中で
ザカート制度はサウジ経済の閉鎖駐を示すものとして，海外から批判する声が上
がっている。
　サウジアラビアでは，1950－51年の税制改革を経て，外国企業に所得税が課せ
られるようになった。所得税は，外国の石油会社の所得に対し課税することを主
な目的にして始まった・サウジアラビアでの石2凶刃はA，am。。など主にアメ・）
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力系の石油会社の手で進められた。政府は外国の石油会社から石油利権料ロイヤ
リティを徴収していたが，このロイヤリティを値上げするのではなく所得税を導
入したのは，アメリカ国内の税制に関わる問題が背景にあった。アメリカの税法
では二重課税防止措置があるため，アメリカの石油会社にとっては，サウジ政府
に多額のロイヤリティを支払うよりも所得税を支払い，その分アメリカ国内で控
除を受けたほうが有利な仕組みになっていたからである。ロイヤリティは経費と
して扱われ，課税対象所得から100パーセント控除することができなかったからで
ある。同様なことを背景に，すでに，ベネズエラなどでも所得税が徴収されてい
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
ξサウジアラビアの所得税制度ほ，・以上のような事情を背景として始まったため
税率が高く設定されている。アメリカの国内で控除を受けられるのであれば，税
率は高くても良いだろうと考えたためである。所得税の課税率について見てみよ
う。所得税に関する規則の中では，対象となる外資系企業が100万リヤル（約27万
ドル）以上の収益のある場合にはその収益の45％が課税され，50万11ヤルから100
万リヤルの場合は40％，10万リヤルから50万IJヤルは35％，10万リヤル未満は25％
が課税されると定められている。この税率は，変更されることなく2000年まで続
、いたのであった。
・この制度が始まった当初は石油会社以外の外国企業はほとんど存在せず，した
がって，この所得税は石油会社に対し適用することを想定して作られたのであっ
た。しかし，オイルブームの時代を経て外資系の企業が増え，それらの外資系企
業が課税対象になるにしたがい，高率の課税率が問題とされるようになってきた。
サウジ企業に対し課せられるザカートの率はきわめて低いのに対し，外資系企業
への所得税の税率は高く，このことは，外資系企業のサウジ国内での競争力を著
しく損なうと考えられたためである。例えば，資本金1億円で10億円の純益があ
るサウジ企業と外資系企業について単純計算をしてみると，11億円の2．5％は2750
万円であり，一方で10億円の45％は4億5000万円となる。これは，あくまで単純計
算の結果を比較しただけであるが，税額に大きな差があることは明らかであろう。
こうした税率の差は外国企業による投資を制約する要因となってきた。
　この所得税の税率に関しては，西暦20GO年になって外資の投資に関わる制度の
改革が発表され，その中で，外資系企業に対する所得税の税率も低減されること
となった。しかし，課税率の改正後でも，最高税率の場合で利益に対し30パーセ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　葉　響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　獣
ントが徴収されるという。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・，、　
　現在，サウジアラビアの財政は，その歳入の面で石油収入に大幅に依存してし、
る。現在のところ，外資の呼び込みは目に見える成果を上げるまでにいたってレ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へない・このため・僻のザカートを中心とした公租制度艦持して・・く限り，税
収の増加には馴があワ・石激入への大融存状態を改善することは困難であ
る。
　このように，ザカートの制度は，サウジアラビアの財政構造に大きな歪をもた
らす要因となっているし，また，民間経済の育成にとっても障害となっている。一
この制度を変えることは可能であろうか。サウジアラビアの国家基本法は，その
第一条で「サウジアラビアの憲法はコーランとスンナである」と定めているよう
に，サウジアラビアはイスラームの教え，とりわけ初期イスラームの教えを国是
としている。こうした，サウジアラビアにとってザカートを軸とする現在の公租
の制度を変えることは困難であると思われるが，公租の制度を変えことなくして，
サウジアラビアの経済と財政の展望は開けるのであろうか。
注
ωサウジアラビアでの用語としては正式にはザカーであるが，非アラブ諸国ではザヵ
　一トと記されることも多い。本稿では，わが国での慣用にしたがいザカートとする。
②　一般的には，サウジ資本100％の企業も合弁企業も，サウジアラビアで登録されてい
　れば広い意味でサウジ企業としてよいであろうが，サウジアラビアの法律上は，すべ
　てのパートナーおよび株主がサウジ人から成っているものをサウジ企業とし，パート
　ナーおよび株主に非サウジ人が加わっているものを合弁企業とし区別している。本稿
　では，この法律上の区別に従う。
（3）S・udi　A・ab圭・n　G・v・mm・nt，伽・加♂のん・G…轍碑財S。。4M伽，
　1955，Saudi　Arabian　Govemment，　pp．291－327．
〔4M励地ω・，　F・b・ua・y　12，1998，肋6勘・，　Janu・・y　28，2000．
⑤　同勅令では合弁企業はこの規定から除かれている。このことは，クウェート，バハ
　レーン，カタルの国民に対してはザカートが課せられることになっていたことと関係
　があるものと思われる。
（6｝嶋田裏平『初期イスラーム国家の研究』，中央大学出版部，1996年，193ページ。
⑦　ザカートやジズヤについては，その語義が現在用いられているように定まったのは
　後の時代のことである。ここでは，現代の語義を用いて表記したが，詳しくは，鴫田
　嚢平，前掲書，を参照のこと。
⑧　平凡社『イスラム事典』，1982年，307ページ。
（9）平凡社『イスラム事典』，1982年，184ページ。
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㈹柳橋博之，「サウジアラビアにおけるザカートの施行」，『中東研究』，1987年5月号，
・49ページ。
ω嶋田嚢平『初期イスラーム国家の研究』，ユ08－109ページ，
面　Burckhardt，　John　Lewis，ハ碗召s　oπ漉gβθ4伽勉sαηげ陥加のs，　Garnet　Publish・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノing，　UK，1992（rep，），vol．2， pp．151－162．
0砂　ゴう毎．，pp．ユ54一ユ55，
（且のal・σariba　a1一‘aq盃riya．1947／8年の予算書の申で，4arlbaと記されているのは他には
　工場税qarlbat　al・ma‘amil　al一§ina‘iyaだけである。
陶　σaribat　aレma‘amil　al・§i順‘lya・
⑮　運輸・道路・自動車関係諸手数料，港湾空港諸料金・郵便電話電信収入，検疫料な
．ど・
〔1の1990年度予算は，1991年度と合わせて1990－1991年度予算として発表された。しかし，
　統計年鑑の中では2年予算を2等分し，1990年度予算として表示してある。
㈹サウジアラビアの財政年度はイスラーム暦で表記されている。イスラーム暦の1405／
・06年度（西暦では1985／86年度）までは，財政年度の1年はイスラーム暦の1年とは合
　致せず，イスラーム暦のrajabの月から翌年のjumad亘al・欲hira月の末日までが，1
　財政年度であった。1986年度以降は，前年の12月31日からその年の12月30日までの12
・ヵ月が1年度となった。1950年代以前の年度については不明であるので，1367年度に
　ついては，とりあえず西暦の1947／48年度を対応させて表記した。西暦2000年度からは，
　1月1日から工2月31日が1年度と定められた。
⑯　石油収入の定義について，本稿では，石油ロイヤ1」ティ（生産された原油に対し，
．1バーレル当たり1定の率が課せられた），石油会社からの所得税，石油製品への税な
　ど，鉱区・油田と石油産業から政府が得ていた収入の総体を指すこととする。
⑳　Saudi　Arabian　Government，　oρ．副．，　p．316．
⑳湯川武訳，マーワルディー「統治の諸規則」，「イスラム世界」第27・28号，1987年，
　24－42ページ。
⑫助　Aγαわノ〉伽∫，June　23，1997．
㈱柳橋博之，前掲書，54－55ページ。
’　　　　　　　　　　　　　（日本貿易振興会アジア経済研究所地域研究第2部長）
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